
















62 東京都の福祉・保健・医療施策

救急患者搬送の様子

医療人材の確保と質の向上

医師確保対策
○東京都地域医療対策協議会

医師等医療従事者の安定的確保のため、医療関係者
や都民等から成る協議会で検討を進めています。
○東京都地域医療支援センター

東京都地域医療対策協議会で決定した医師確保対策
の方針に基づき、医療機関における医師確保支援、奨
学金被貸与者のキャリア形成支援、医師確保状況の実
態把握、医師確保対策に関する情報発信など、都の特
性を踏まえた医師確保対策を推進していきます。
○東京都地域医療医師奨学金制度

都内大学の医学部生に奨学金の貸与や大学と連携し
た教育的支援を行い、小児、周産期、救急、へき地医
療に従事する医師の確保を図っていきます。
○東京都地域医療支援ドクタ一事業

多摩・島しょの医療体制を確保するため、地域医療

の支援に意欲を持つ医師を都職員として採用し、へき
地医療機関や市町村公立病院へ派遣します。
○医師の勤務環境改善や女性医師等の復職支援

医師の過重な勤務負担を軽減するため、勤務環境を
改善する取組や離職中の女性医師等の復職支援の取組
などを進めています。

看護職員確保対策
○都立看護専門学校

都内の医療機関などに従事する看護師を養成するた
め、看護専門学校を 7 校設置しています。27 年度の
卒業生は、559 人で、都内学校養成所卒業生総数の
約 10% となっています。
○看護師等養成所運営費補助

看護師等の学校又は養成所に対し、必要な経費を補
助することにより、教育内容の充実と都内看護師等の

都民（患者）の立場に立った質の高いサービスを提供する医療従事者の確保と資質の向上を図っています。
（福祉保健局医療政策部医療人材課）

へき地医療対策の充実

医療従事者確保支援
へき地町村からの要請に基づき、自治医科大学卒業

医師や、大学病院等の事業協力病院に所属する医師・
歯科医師の派遣を行うとともに、医師等の雇用に要す
る経費をへき地町村に補助することにより、医師等の
安定的な確保に努めています。

また、医療系職種全般を対象とした職業紹介や代診
医師の派遣等を行う無料職業紹介事業所を設置し、医
療従事者の確保が困難なへき地町村を支援していま
す。

医療提供体制の整備
へき地町村が行う眼科や耳鼻咽喉科等の専門診療事

業について、専門医確保の調整や経費の補助を行って
います。

また、へき地医療機関の診療基盤を確保するため、
診療所の整備や医療機器の購入に要する経費等を補助
しています。

診療支援
島しょ地域の医療機関で対応できない救急患者が発

生した場合、東京消防庁及び海上自衛隊のヘリコプ
ター等で、島しょ医療基幹病院である都立広尾病院を
中心とした高度医療機関に、365 日 24 時間搬送する
体制を整備しています。また、屋上ヘリポートを有す
る等の民間・国立病院とも患者の受入れ等に関する協

定を締結し、救急患者搬送体制の充実を図っています。
また、島しょ医療機関と都立広尾病院との間でエッ

クス線やＣＴ画像等を送受信することにより、島にい
ながらにして専門医の助言を受けることができる、画
像電送システムを構築しています。

東京都へき地医療支援機構
へき地医療対策を円滑かつ効率的に実施するため、

事業の企画・調整を行う「東京都へき地医療支援機構」
を設置するとともに、機構内に、へき地町村、関係医
療機関、学識経験者等からなる「東京都へき地医療対
策協議会」を設け、へき地医療対策に係る総合的な意
見交換、調整等を行っています。

離島や山間地域などのへき地を対象とした医療対策を実施しています。 （福祉保健局医療政策部救急災害医療課）
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医療の安全確保

医療施設などの許認可・監視指導
医療法に基づき、病院の開設許可や医療法人の設立

認可などを行っています。
また、病院が医療法に規定する医療従事者数、構造

設備などの基準を維持し、適正な管理を行っているか
どうか、立入検査を実施しています。

医療安全支援センター事業
地域における医療安全確保対策を推進するため、多

摩地域の都保健所（5 か所）、保健所設置市及び特別
区に設置された各医療安全支援センター等への支援を
実施するほか、引き続き「患者の声相談窓口」におい
て、医療に関する都民からの相談に応じます。

医療安全支援センター
平成 19 年 4 月の医療法改正に伴い、①医療に関する
相談・苦情対応、医療機関・住民への助言、②医療安
全の確保に関し必要な情報提供、③医療安全に関する
研修、④区域内における医療安全確保のために必要な
支援等を行うために、都道府県及び保健所設置市又は
特別区に設置されています。

死体検案・解剖
社会秩序の維持や疾病の予防など公衆衛生の向上を

図るため、区部では、死体解剖保存法に基づき、東京
都監察医務院が不自然死の死体検案及び解剖を行い、
死因を明らかにしています。

なお、多摩・島しょ地区では医師会や大学等に委託
して実施しています。

医療サービスの質の向上を図り、都民が安全・安心・満足度の高い医療を受けられるようにするため、医療の
安全対策を促進します。 （福祉保健局医療政策部医療安全課）

充足を図っていきます。
○東京都ナースプラザ

保健師、助産師、看護師、准看護師の免許を有する
離職者の再就業を促進するため、就業相談やあっせん、
再就業促進のための研修などを行い、看護職員の確保
や都内定着、資質向上を図っています。
○看護師等修学資金貸与

都内に所在する保健師、助産師、看護師及び准看護
師を養成する学校又は養成所に在学し、将来都内で看
護業務に従事しようとする学生に対し、修学資金の貸
与を行い、都内の看護職員の確保及び質の向上を図っ
ていきます。
○看護職員定着促進のための巡回訪問事業

就業協力員が中小病院を巡回訪問し、研修体制の構
築、勤務環境改善等の看護職員確保に向けた取組を支
援することにより、看護職員が安心して働き続けられ
る環境の整備を促進しています。
○新人看護職員研修体制整備事業

新人看護職員の早期離職防止を図るため、病院の臨
床研修体制の充実に取り組んでいます。
○看護職員地域確保支援事業

看護職員の再就業を支援するため、身近な地域の病
院において、復職支援研修や再就業支援相談を実施し
ています。
○セカンドキャリア支援事業

看護職員が定年後も引き続き看護職員として再就業
できるよう、異なる施設の特徴や、求められる知識等
を取得するための講習会を開催します。
○看護外来相談開設研修事業

在宅療養の充実、看護職員の資質向上を図るため、
医師との連携の下、患者に対するケアや指導を行う看
護外来相談の実施に向けた研修や施設整備などの支援

を実施しています。
○院内助産所・助産師外来開設研修

院内助産所や助産師外来の開設を促進するため、医
療機関の管理者や助産師等を対象に研修を実施してい
ます。都民（患者）の立場に立った質の高いサービス
を提供する医療従事者の確保と資質の向上を図ってい
ます。
○島しょ看護職員定着促進事業

島しょへの出張研修及び短期代替看護職員派遣を実
施することにより、島しょ看護職員の勤務環境改善と
定着促進を図っています。
○島しょ地域医療従事者確保事業

看護職員を対象とした現地見学会を開催する島しょ
町村を支援し、看護職員の確保や定着を促進します。

（福祉保健局医療政策部救急災害医療課）

医療従事者確保対策
○東京都医療勤務環境改善支援センター

医療従事者の勤務環境改善を促進する拠点として、
「東京都医療勤務環境改善支援センター」を設置して
います。本センターでは、労務管理・医業経営の専門
家チームによる相談体制を確保するなど、医療機関に
おける勤務環境改善の取組を支援しています。
○医療従事者の資質向上

保健医療サービスの高度化、多様化に対応できるよ
う各種講習会を実施し、医療従事者の資質の向上を
図っています。
○学校養成所等の指定及び指導

医療従事者に関するそれぞれの法令及び学校養成所
等の指定規則に基づき、指定・変更承認及び指導を行っ
ています。また、一部の学校養成所等については、指
定及び変更承認申請等の国への進達を行っています。


